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令和２年度の滋賀県における本人確認情報の 

利用および提供の状況について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総務部市町振興課 



本人確認情報の保護に関する審議会の概要 
審議会の役割 

・滋賀県における住民基本台帳ネットワークシステム（住基ネット）を通じて各市町から通知され

る県内住民の本人確認情報（①氏名 ②生年月日 ③性別 ④住所 ⑤個人番号 ⑥住民票コード ⑦

これらの変更情報）の保護に関する事項を、調査審議し、当該事項に関して建議を行う。 

・知事が住民票コードの利用制限（告知要求制限、データベースの作成制限）に違反している者に

対する中止命令を行う場合に意見を述べる。 

 

根拠法令（抜粋）  

・住民基本台帳法（昭和 42 年 7 月 25 日法律第 81号） 

（都道府県の審議会の設置） 

第 30 条の 40 都道府県に、第 30 条の 6 第 1項の規定による通知に係る本人確認情報の保護に関する

審議会（以下「都道府県の審議会」という。）を置く。 

２ 都道府県の審議会は、この法律の規定によりその権限に属させられた事項を調査審議するほか、

都道府県知事の諮問に応じ、当該都道府県における第 30 条の 6第 1項の規定による通知に係る本人

確認情報の保護に関する事項を調査審議し、及びこれらの事項に関して都道府県知事に建議するこ

とができる。 

３ 都道府県の審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、条例で定める。 

 

※ 第 30 条の 6第 1項： 市町村長は、住民票の記載、消除又は第 7条第 1号から第 3号まで、第 7号、第 8号の 2及

び第 13 号に掲げる事項（同条第 7号に掲げる事項については、住所とする。以下この項において同じ。）の全部若し

くは一部についての記載の修正を行つた場合には、当該住民票の記載等に係る本人確認情報（住民票に記載されてい

る同条第 1 号から第 3 号まで、第 7 号、第 8 号の 2 及び第 13 号に掲げる事項（住民票の消除を行つた場合には、当

該住民票に記載されていたこれらの事項）並びに住民票の記載等に関する事項で政令で定めるものをいう。以下同

じ。）を都道府県知事に通知するものとする。 

 

・滋賀県公文書管理・情報公開・個人情報保護審議会設置条例（平成 31 年 3 月 22 日滋賀県条例第 5号） 

（担任事務） 

第 3条 審議会は次に掲げる事務を担任する。 

 （6） 住民基本台帳法の規定により審議会の権限に属させられた事項について調査審議するほか、

知事の諮問に応じて、同法第 30 条の 40 第 1 項に規定する本人確認情報の保護に関する事項に

ついて調査審議し、およびこれらの事項に関して知事に建議すること。 

 

これまでの審議会の内容 

・平成 14 年度の審議会設立以降、毎年、滋賀県における本人確認情報の利用および提供について調査審

議。 

 

・滋賀県における住基ネットの独自利用（法定事務以外に条例を根拠として住基ネットを利用すること）

に関する条例改正について【平成 17 年度】および【平成 30年度】に審議。 
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滋賀県における住民基本台帳ネットワークシステム（本人確認情報）の利用および提供の状況

R2 R1 増減

本人確認情報利用・提供件数合計 567,527 107,256 460,271

１　本人確認情報利用件数一覧（滋賀県知事が利用した件数）

利用区分 実施機関 R2 R1 増減

住民基本台帳法
別表第５に掲げる事務

滋賀県知事 566,111 105,817 460,294

滋賀県住民基本台帳法
施行条例別表第１
に掲げる事務

滋賀県知事 393 479 △ 86

566,504 106,296 460,208

２　本人確認情報提供件数一覧（国の行政機関等および行政委員会に提供した件数）

提供区分 提供先 R2 R1 増減

住民基本台帳法
別表第６に掲げる事務

  滋賀県の執行機関(知事以外) 20 152 △ 132

滋賀県住民基本台帳法
施行条例別表第２に掲
げる事務

  滋賀県の執行機関(知事以外) 704 373 331

情報提供業務以外の提
供（市町長等が本人確
認情報の修正等を行うと
き）

市町長等 299 435 △ 136

1,023 960 63

合             計

合             計
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利用区分 項番 事務区分 R2 R1 増減

1
特定非営利活動促進法による同法第10条第１項の認証、同法第23
条第２項の届出または同法第34条第３項の認証に関する事務

県民活動生活課 362 467 △ 105

2
恩給法（他の法律において準用する場合を含む。）による年金である給
付の支給に関する事務

総務事務・厚生課
教育委員会教職員課
警察本部厚生課

142 167 △ 25

3

地方税法その他の地方税に関する法律およびこれらの法律に基づく条
例または特別法人事業税及び特別法人事業譲与税に関する法律に
よる地方税もしくは特別法人事業税の賦課徴収または地方税もしくは
特別
法人事業税に関する調査（犯則事件の調査を含む。）に関する事務

各県税事務所
自動車税事務所

559,283 54,401 504,882

4
旅券法による同法第３条第１項の発給、同法第９条第１項の渡航先
の追加、同法第12条第１項の査証欄の増補または同法第17条第１
項の届出に関する事務

 国際課（パスポートセンター） 5,410 49,283 △ 43,873

5
高等学校等就学支援金の支給に関する法律による同法第６条第１
項の就学支援金の支給に関する事務

私学・県立大学振興課 0 17 △ 17

6

原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律による同法第２条第３項
の被爆者健康手帳の交付、同法第７条の健康診断、同法第38条の
居宅生活支援事業もしくは同法第39条の養護事業の実施または同
法第24条第１項の医療特別手当、同法第25条第１項の特別手当、
同法第26条第１項の原子爆弾小頭症手当、同法第27条第１項の健
康管理手当、同法第28条第１項の保健手当、同法第31条の介護手
当もしくは同法第32条の葬祭料の支給に関する事務

健康寿命推進課 0 7 △ 7

7

職業能力開発促進法による職業訓練指導員の免許、職業訓練指
導員試験の実施または技能検定試験の実施その他技能検定に関す
る業務（同法第46条第２項の政令で定めるものに限る。）の実施に関
する事務

労働雇用政策課 8 8 0

8

児童福祉法による同法第６条の４第１号の養育里親もしくは同条第２
号の養子縁組里親の登録もしくは同条第３号の里親の認定、同法第
19条の２第１項の小児慢性特定疾病医療費の支給、同法第20条第
１項の療育の給付、同法第24条の２第１項の障害児入所給付費、同
法第24条の６第１項の高額障害児入所給付費、同法第24条の７第
１項の特定入所障害児食費等給付費もしくは同法第24条の20第１
項の障害児入所医療費の支給、同法第33条の６第１項（同条第６項
において準用する場合を含む。）の児童自立生活援助の実施または同
法第56条第１項の負担能力の認定もしくは同条第２項の費用の徴収
に関する事務

子ども家庭相談センター 0 374 △ 374

9

生活保護法による同法第19条第１項の保護の決定および実施、同法
第55条の４第１項の就労自立給付金もしくは同法第55条の５第１項
の進学準備給付金の支給、同法第55条の８第１項の被保護者健康
管理支援事業の実施、同法第63条の保護に要する費用の返還また
は同法第77条第１項、第77条の２第１項、第78条第１項から第３項
までもしくは第78条の２第１項もしくは第２項の徴収金の徴収に関する
事務

湖東・東近江健康福祉事務所 127 142 △ 15

10
家畜商法による同法第３条第１項の免許または同法第５条の登録に
関する事務

畜産課 5 13 △ 8

11
大規模小売店舗立地法による同法第５条第１項、第６条第２項、第
８条第７項、第９条第４項または附則第５条第１項（同条第３項にお
いて準用する場合を含む。）の届出に関する事務

中小企業支援課 1 0 1

12
フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律による同法
第27条第１項の登録、同法第30条第１項の更新または同法第31条
第１項の届出に関する事務

環境政策課 7 0 7

13
電気工事士法による同法第４条第２項の交付または同条第７項の書
換えに関する事務

防災危機管理局 736 869 △ 133

14
宅地建物取引業法による宅地建物取引業の免許または宅地建物取
引士資格の登録に関する事務

住宅課 14 0 14

15
旅行業法第67条の規定により都道府県知事が行うこととされた事務の
実施に関する事務

観光振興局 0 6 △ 6

16
住宅宿泊事業法による同法第３条第１項または第４項の届出に関す
る事務

観光振興局 16 60 △ 44

17

通訳案内士法による同法第18条（同法第57条において準用する場合
を含む。）の登録、同法第23条第１項（同法第57条において準用する
場合を含む。）の届出または同法第24条（同法第57条において準用す
る場合を含む。）の再交付に関する事務

関西広域連合広域観光・文化・スポーツ振興局 0 3 △ 3

１の内訳（事務区分別）

住民基本台帳法
別表第５に掲げる事
務
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提供区分 項番 事務区分 提供先 R2 R1 増減

18
採石法による同法第32条の登録または同法第32条の７第１項の届出
に関する事務

モノづくり振興課 14 4 10

19
砂利採取法による同法第３条の登録または同法第９条第１項の届出
に関する事務

モノづくり振興課 12 5 7

20
介護保険法による同法第69条の２第１項の介護支援専門員実務研
修受講試験の実施に関する事務

医療福祉推進課 86 69 17

21
鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律による同法
第41条の狩猟免許試験の実施または同法第46条第１項の届出に関
する事務

各森林整備事務所 234 317 △ 83

22
滋賀県職員退隠料および扶助料支給条例による年金である給付の
支給に関する事務

総務事務・厚生課
警察本部厚生課

5 4 1

23
滋賀県屋外広告物条例による同条例第23条第１項もしくは第３項の
登録または同条例第23条の５第１項の届出に関する事務

都市計画課 0 3 △ 3

24
私立の高等学校等（特別支援学校の高等部を除く。）の生徒または
学生の保護者等（就学支援金法第３条第２項第３号に規定する保
護者等をいう。）に対する奨学のための給付金の支給に関する事務

私学・県立大学振興課 0 11 △ 11

25
独立行政法人中小企業基盤整備機構法第15条第１項第３号また
は第４号に規定する資金の貸付けに関する事務

中小企業支援課 39 66 △ 27

26
土地収用法第３条各号のいずれかに該当するものに関する事業の用
に供する土地の取得に関する事務

高島土木事務所 3 0 3

合計 566,504 106,296 460,208

滋賀県住民基本台
帳法施行条例別表
第１に掲げる事務

１の内訳（事務区分別）
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２の内訳（事務区分別）

提供区分 項番 事務区分 提供先 R2 R1 増減

1
特別支援学校への就学奨励に関する法律による同法第２条第１項の
特別支援学校への就学のため必要な経費の支弁に関する事務

教育委員会 0 123 △ 123

2
高等学校等就学支援金の支給に関する法律による同法第６条第１
項の就学支援金の支給に関する事務

教育委員会 20 29 △ 9

3 滋賀県奨学資金貸与条例による奨学資金の貸与に関する事務 教育委員会 631 249 382

4
国立または公立の高等学校等（特別支援学校の高等部を除く。）の
生徒または学生の保護者等に対する奨学のための給付金の支給に関
する事務

教育委員会 4 0 4

5
特別支援学校への就学のため必要な経費の支弁に関する事務（特別
支援学校への就学奨励に関する法律によるものを除く。）

教育委員会 0 30 △ 30

6 地方自治法による同法第242条第１項の監査に関する事務 滋賀県監査委員 7 8 △ 1

7 道路交通法による同法第74条の３第５項の届出に関する事務 滋賀県公安委員会 62 86 △ 24

情報提供業務
以外の提供

8 市町長等が本人確認情報の修正等を行うとき。 市町長等 299 435 △ 136

合計 1,023 960 △ 960

住民基本台帳法
別表第６に掲げる
事務

滋賀県住民基本台
帳法施行条例別表
第２に掲げる事務
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